チャランケ通信　第92号　2014年12月15日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　老舗政党は、堅実だった。「新55年体制」にならないために・・
総選挙の結果の大勢が判明した。予想通り、自民・公明両党で前回同様325議席を獲得し、317議席と言う衆議院の3分の2を上回る絶対多数を確保した。仮に再来年の参議院選挙で与党側が過半数を失ったとしても、再議決要件を確保できているわけで、再び安定政権の誕生と言えよう。それにしても、公明党の選挙上手が際立っているし、共産党も新しい政党の乱立する中を自民・公明政権への批判層の受け皿の役割を果たしたものと見ていいだろう。
これからの政局は、今まで以上に安倍総理主導のタカ派的な姿勢が強まるものと見られる。すでに、記者会見などでも憲法問題などにも言及し始めており、今後の国会での論戦の中で、徐々に明らかになって行くものと見られる。

問題は野党第1党の民主党であろう。73議席とわずかながらも議席を回復させたのであるが、肝腎の海江田代表が議席を失うなど、三桁の勝利には到達できなかった。民主党代表選挙が実施されることになるわけだが、本当に基礎的なところからの立て直しを全員が一致して取り組めるようなリーダーを選出して欲しいものだ。小生なら、辻元清美氏をリーダーにしてもいいのでは、と思ったりする。そして、数は少ない中で、女性の活用と思い切った若返りを進めて欲しい。路線の問題など、きちんと解決していく必要があるのだが、そのための体制を問うとして作り上げ、中・長期的な人材育成に力を注いでほしいものだ。今後の民主党の動きにも注目し期待したい。
北海道の新党大地との選挙協力、効果があったのではないか
北海道の結果を見たとき、新党大地との選挙協力の評価が気になるところだ。選挙協力と言うよりは、選挙での一時的な党の合同ともいえる大胆な取り組みであったわけで、結果を見る限り前向きに評価できるのではなかろうか。今後の統一地方選挙や参議院選挙などを通じて、一層の協力関係が出来上がるのか、道か、この点も又注目したいと思う。

それにしても、投票率が52%前後だという。戦後史上最低の投票率であり、「1票の格差」と共に、政権の正統性が疑われる。やはり、政権交代を真正面からチャレンジする2大政党制でなければ、関心がわかないのかもしれない。しかし、今後の社会保障や教育など、重視しなければならないにもかかわらず、逆に削減をしかねない安倍政権の動きは、国民的な反撃が不可避になるだろう。反原発の根強い抵抗だけでなく、国民生活を壊しかねない安倍ノミクスへの反撃の狼煙を、そろそろあげていくべき時が来ているのかもしれない。
　最近の日米両国の株価下落は何を意味しているのだろうか
　政治ドラマから、一転して日本経済に目を転じてみるとアベノミクスの行方もなかなか大変である。先週末には、ニューヨークダウの株価が大きく下落したことを受け、日本の株式市場も10月30日の黒田異次元緩和第2弾を受けて、円安の進展に伴い一時は18,000円台に引き上がっていた日経平均相場も総選挙の投票直前に大幅に下落するなど、景気の行方の不透明感もあったのか、乱高下を繰り返している。
　こうした中で、取り上げるべきは大幅な円安であり、原油価格の下落であろう。

　BNPパリバの河野龍太郎氏は、最新のWeekly Economic Report(594号)の中で、最近の日本の円ドルレートは実質実効為替レートに換算すると何と1973年1月の水準まで減価しているという。1973年と言えば、1ドル=302円と言う超円安水準であり、驚かされる。と言うのも、日本の物価水準が過去30年間で年率0.6%、累積で18%しか上がらなかったのに対して、アメリカは2.9%、累積で134%も上がっているのだ。ＥＵの優等生であったドイツですら、年率で1.9％、累積で75％であり、日本の物価水準が如何に低かったかを示している。
　日本の超円安は、国民生活向上や企業活動にとってマイナスだ
　果たして、今の日本経済にとってこの超円安水準はどんな影響を与えるのだろうか。円安が齎したものは輸出大企業の利益の増大であり、そうした輸出関連企業を中心にした株価の上昇であった。肝腎の輸出数量の拡大は直近のデータで少し上昇したようだが、過去の円安水準を謳歌した2000年代半ばのように、大幅な伸びは期待できなくなってしまったのだ。その背景には、グローバル化の進展の下、日本企業が一番コストの安い地域を選択して製造拠点を移し、　内閣府の調査によると、海外生産を行う製造業の割合は円高で苦しんだ1990年代に倍増し、2000年度に6割を突破。それ以降ほぼ6割台で推移しており、2000年代初めに国際分業が整ったことを示している。それでも、2000年代半ばの輸出主導の「いざなみ景気」が続いたのは、新興国の著しい成長の波とアメリカやEUのバブルがあったからで、今や中国をはじめとする新興国は成長力を落とし、EUはかつての日本のように低成長の下でのデフレへの転落すら懸念されている状況にある。
　果たして来年は「春闘」が復活できるのだろうか
　かくして、超円安が齎すものは、一握りの輸出関連大企業の利益と株価の上昇でしかなく、むしろ国民生活にとっては輸入する商品の価格の上昇による物価高と、消費税の引き上げによる物価への転嫁が加わり、国民生活へのマイナスのダメージが極めて大きくなっていることを指摘せざるを得ない。日本経済が、消費税引き上げ後の4~6月期のマイナス7,1%下落に続いて、7~9月期のマイナス1.9%マイナスと2四半期連続してマイナスになるなど、予想以上に日本経済の停滞が明確になりつつある。おそらく、景気の反転のためには内需の拡大が不可欠であり、そのためには来春の賃上げが大きなカギを握っていることは間違いない。はたして、賃上げが一部の輸出関連大企業だけに終わるのか、それとも、かつての「春闘」のように末端の中小零細企業にまで及ぶものになるのかどうか、残念ながら労働側にはかつての戦闘力はなくなっているようだ。注目したい。
　こうした中で、円安によって一番大きな影響を被ると思われていたのが石油価格であり、円安によって2年前に比べ為替レートで単純に比較する限り1ドル80円から120円と約50%の上昇を示している。もちろん、税金部分が大きいので直ちにガソリン価格が50%上昇するわけではないが、それにしても円安がストレートに価格に反映されていれば、ガソリン、軽油、灯油を始め国民生活に大きな打撃を与えたことは間違いない。
石油価格の値下がり、シェール革命のもたらした中東情勢の変化
　ところが、最近の原油価格の動向は大きな異変に直面しており、1バーレル120円近くにまで引き上がっていた国際原油市場が、今や1バーレル60円を割る水神にまで低下しているのだ。新興国やEUの景気低迷だけでなく、アメリカのシェール石油革命などが加わり、石油価格の低落をもたらしている。石油輸出国機構は減産どころか増産すら進めていると言われており、アメリカのシェール革命だけでなく、ロシアのような石油・天然ガスに大きく依存している資源輸出国にとって、大きな経済的ダメージを与えつつある。

　この背景は、一筋縄ではなさそうだ。というのも、サウジアラビアなどは石油価格の低下によるダメージから脱却するため、減産をするのかと思いきや、さらに下げることすら狙っている背景には、アメリカのシェール革命によってアメリカの中東石油に対する依存度が急速に低下し、石油確保をメインとする中東に対する安全保障から手を抜き始めることへのアラブ諸国の反発があるのではないか、と言う見方をする専門家がいる。その専門家は、イランが核兵器を所有するようになれば、パキスタンからアラブ諸国が核兵器を購入する密約があり、イスラエルも含めて中東諸国の核戦争が勃発しないような仕組みが必要になると指摘する。イスラム国のテロ問題とともに、核戦争の危機と言う恐ろしい世界が誕生しかねないのだ。
　消費増税の延期、財政規律の低下は何をもたらすだろうか
　そうした懸念はさておき、この石油価格の低下は、日本経済にとってまさに天佑であり、国民生活の低下を救う役割を果たしているのである。果たして、この石油価格の低落がいつまで続くのか、日本経済の行方を左右すると言っても過言ではなさそうである。アベノミクスの成否は、こうした自分たちの力だけではどうしようもない不確実の世界に大きく依拠しているわけで、消費税の引き上げを延期したことによる財政規律の緩みは、確実に政府に対する信頼を棄損させたわけで、どうしたら政府に対する信頼を勝ち取ることができるのか、新しい政権の大きな課題と言えよう。
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